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要要旨旨  
  本研究の目的は、正課外教育として実施された大学低年次生対象産学協働キャリア形成プログ

ラムの効果検証を行うことであった。キャリアオーナーシップ・ジョブオーナーシップおよび成

長実感の観点から効果検証を行った結果、前期・後期プログラムの参加者は、これらのオーナー

シップを形成し、プログラム後に高い成長実感を得ていた。さらに、より効果的なプログラムを

検討すべく、成長実感が十分に得られた学生とそうでない学生の参加態度について比較検証を行

った。その結果、成長実感が十分に得られた学生は、後期プログラムにより多く出席し、継続理

由をより多くあげ、プログラム後の満足度も高く、産学協働の課題解決プログラムの活動により

高い価値づけを行っていた。これらの結果から、正課外教育プログラムの教育効果を高めるため

には、学生の経験について、振り返りを行い学びの文脈への意味づけを促すなど、活動の価値づ

けを行うことの重要性が示唆された。 
  
キキーーワワーードド  正正課課外外教教育育、、効効果果検検証証、、産産学学協協働働、、PPBBLL 型型キキャャリリアア形形成成ププロロググララムム、、成成長長実実感感      

／／   CCoo--ccuurrrriiccuullaarr  EEdduuccaattiioonn,,  EEffffeeccttiivveenneessss  VVeerriiffiiccaattiioonn,,  IInndduussttrryy--aaccaaddeemmiiaa  CCoollllaabboorraattiioonn,,  
PPrroojjeecctt  BBaasseedd  LLeeaarrnniinngg  CCaarreeeerr  DDeevveellooppmmeenntt  PPrrooggrraammss,,  PPeerrcceeiivveedd  GGrroowwtthh  
 
11..  問問題題とと目目的的  
11..11..  正正課課外外教教育育にによよるるキキャャリリアア形形成成支支援援  

18 歳人口の減少に伴い、日本における高等教育

機関への進学率は増加の一途をたどっている。令

和4年度には、大学・短期大学への進学率は60.4％
と初めて 6 割を上回り、高等専門学校 4 年生や専

門学校進学者を含む高等教育機関への進学率にお

いては 83.8％に達した（文部科学省、2022）。進

学率の増加は、入学者の能力や適性のみならず、

志向性の多様化をもたらす。そのため、各高等教

育機関では個性・特色の明確化を図るとともに、

大学教育においても一層の多様性を確保しつつ、

誰もがアクセスしやすい高等教育システムを構築

することが求められてきた（中央教育審議会大学

分科会制度部会、2004）。 

大学においてこうした多様化する学生への対応

が求められるなか、注目を集めてきたのが「正課

外教育」である。辻（2019）によれば、「正課外教

育」とは、「単位履修を伴う講義や演習など」の正

課以外の活動である「正課外活動」の中で、「学生

の主体的な学びを認める（期待する）ことができ

る活動、または教育手法」とされる。文部省（2000）
により、正課教育を補完するものとして考えられ

てきた正課外教育について、その意義を捉え直す

必要性が指摘されたことを契機として、今日では

多くの大学が独自の正課外教育を展開している

（武市・金子、2021）。 
とりわけ学生のキャリア形成については、正課

外活動や正課外教育の積極的な活用が求められて

いる。たとえば、インターンシップを含むキャリ
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ア形成支援は大学において産学協働で積極的に行

われており、職業意識の育成のみならず、アカデ

ミックな教育研究と社会での実地の体験を結び付

けることにより、大学等における教育内容・方法

の改善・充実につながること、学生の新たな学習

意欲を喚起する契機となることも期待されている

（文部科学省・厚生労働省・経済産業省、2022）。 
最近では、こうした産学協働の取り組みを正課

教育として単位化する大学も少なくない。また、

大学においてもアクティブラーニングが盛んにな

り、正課教育を通して基礎的汎用的な資質・能力

の形成が積極的に行われるようになっている。し

かし、就業体験や社会人との交流などのキャリア

形成を促す経験を提供することは、正課教育で行

うには困難な点も多く、これまでの大学で行われ

てきたキャリア教育では、学生のキャリア形成を

促し、卒業後のキャリアへの関心や自信を十分に

育むことができているとは言い難い。たとえば全

国大学生活協同組合連合会（2023）によると、就

職に不安を感じていると回答した学生が 74.8％
いること、大学 2・3 年生では 8 割を上回ってい

ることを示している。 
これらを勘案すると、キャリア形成に関する正

課教育をこれまで以上に充実させていくことのみ

ならず、正課外教育についてその意義を認識しつ

つ拡充いくことは、多様化する学生に対応するた

めにも、また学生のキャリア形成を促すためにも、

非常に重要であると考えられる。 
 

11..22..  正正課課外外教教育育ププロロググララムム「「キキャャリリススタタ」」  
こうした背景から、関西大学では学生のキャリ

ア形成を促す正課外教育をより一層強化すべく、

2021 年度より「企業連携型キャリアスタートプロ

グラム（キャリスタ）」を新設した。本プログラム

は、大学低年次生を対象とした産学協働のキャリ

ア形成支援であり、学生が大学低年次より自らの

キャリアを主体的に描いていけるようその機会を

創出し、PBL（Project Based Learning）の実践

から、今後の大学生活、そして卒業後のキャリア

形成を自律的に行うことができるような資質・能

力を醸成することが目指されている（杉本、2023）。 
2022 年度のキャリスタは、2021 年度のプログ

ラムをより充実させる形で、前期プログラム7回・

後期プログラム 10 回から構成された（表 1）。前

期プログラムは、社会人との対話や実践的なワー

クを取り入れたプログラムによって、職業観を育 
 

表 1 2022 年度「企業連携型キャリアスタートプログラム（キャリスタ）」の概要 

 

前期
第1回 【コミュ⼒】コミュ⼒・議論の術・成⻑⼒の3つの基本を学ぶ コミュニケーション⼒、経験学習
第2回 【自分の軸の作り方】これからの大学生活の指針を考える これからのキャリア形成、個性の磨き方
第3回 【社会人と対話】将来の選択肢に触れ視野を広げる 業界・職種の理解、社会人との繋がり
第4回 【自分らしいリーダーシップ】新たな一歩を踏み出す リーダーシップの理解と実践
第5回 【思考⼒】これからの武器になる思考⼒を磨く 論理的思考⼒、批判的思考⼒
第6回 【就活】就活を時短し，理想のキャリア選択をする準備 就職活動で求められること、強みの言語化
第7回 【まとめ】これからの大学生活の指針を考えプレゼンする 社会と自分の理解、自分の表現方法

後期 タイトル 内容
第1回 【SDGs】価値を生み出すための3つのポイント 企業の取り組みとSDGs，価値提供プロセス
第2回 【PBL】企業連携型プロジェクト・キックオフ テーマ発表，PBLへの取り組み方
第3回 【ビジョン構想⼒】価値を生み出すための戦略立案 PBL戦略立案、プロジェクトマネジメント
第4回 【思考⼒】価値を生み出すための3つの思考法 ロジカルシンキング、アイディアを深める考え方
第5回 【企業セッション】プロジェクト推進のヒントを得る フィードバックをもらう、社会人との協働
第6回 【協働⼒】強いチームを創るためのチームビルディング チームビルディング、リーダーシップ
第7回 【プレゼン⼒】相手を惹きつけるプレゼン⼒と中間発表 プレゼンテーションについての理解と実践
第8回 【プレ発表】メンターと共に、成果の質を高める 魅⼒が伝わる資料作成、プレゼン⼒
第9回 【成果発表】プロジェクトの成果を発表する 成果発表、プロジェクト経験を学びに転換
第10回 【自分の強みのつくり方】残りの大学生活の指針を考える PBLの振り返り、強みの客観視、今後の大学生活

タイトル 内容
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むことに重点が置かれた。また後期プログラムで

は企業から課題をもらう PBL 型のプログラムを

通して社会で価値を生み出す力を育むことに重点

が置かれた。これらの前期・後期プログラムを通

して、自分のキャリア開発を主体的に捉え行動を

起こす力であるキャリアオーナーシップと、社会

における役割を見出し周囲に価値を届ける行動を

起こす力であるジョブオーナーシップ（東京経済

大学キャリアデザイン研究所・Original Point、
2022）を育むことが目的とされた。2022 年度は

協働企業として、アクセンチュア、NTT 西日本、

コクヨ、ダイハツ工業、ロッテ、ワコールの計 6
社から協力を得た。 
なお、2022 年度も 2021 年度と同様、キャリス

タの実施に先立って体験プログラムが実施された。

体験プログラムではキャリスタの導入として、卒

業後の社会で求められることや大学生活で取り組

むべきことについて、大学での学びとキャリアと

の接続を意識した観点から、学部専任教員および

参加企業の担当者による説明がなされた（関西大

学キャリアセンター、2022）。また、2022 年度か

らは 2021 年度のプログラム参加者から学生メン

ターを募り、学生メンターによるサポート体制を

整えた。こうした本プログラムの準備・設営・調

整はキャリアセンターの職員によって行われてお

り、プログラム参加者のみならず、学生メンター

に対しても職員によるフォローが行われた。この

ように、本プログラムは教職員が関与する正課外

教育であることから、狭義には準正課の活動に位

置づけられる（河井、2016）。 
 

11..33..  正正課課外外教教育育のの効効果果検検証証  
ところで、正課外教育には正課教育と異なり、

単位取得のための評価基準を満たすといった要件

はない。正課外教育への参加は原則的に学生の自

主性・主体性に委ねられる（辻、2019）。そのため、

正課外教育における教育効果は、学生の自主的・

主体的な参加態度に大きく依存することとなる。 
 とくに、後期プログラムで採用されたグループ

での PBL 活動は、参加態度によって教育効果に

差が生じやすい。人によっては、自主的・主体的

な参加ができず、十分な教育効果が認められない

可能性もある。学生の自主性・主体性が保たれな

い場合、学生に正課外教育における教育効果が認

められない、さらには学生がプログラムへの参加

を辞退することさえあり得る。 
他方で、「キャリスタ」は正課外教育の中でも教

職員が関与する準正課であるからこそ、学生の自

主性・主体性をサポートすることも可能であり、

一定の教育効果が見込まれる。実際、2021 年度の

「キャリスタ」では、前期・後期プログラムを通

して参加した学生において、キャリア・アダプタ

ビリティの形成が促されるという一定の教育効果

が示されている。とりわけ、プログラムを通して

探究活動が増加した学生において教育効果が大き

かった（杉本、2023）。一方で、キャリスタは正課

外教育であるがゆえに、ほとんどの参加者は自主

的・主体的な態度で活動していると考えると、教

育効果に参加態度が及ぼす影響は小さいとも考え

られる。ただし、杉本（2023）ではプログラムの

参加態度と教育効果の関連性については十分な検

討が行われていない。 
このように正課外教育の参加態度と教育効果と

の関連性を検討することは、非常に重要な課題で

ある。これまで、正課外教育の効果検証に関する

研究では、正課外活動への参加経験のある学生に

おいて汎用的能力が高いこと（武市・金子、2021）、
正課と正課外の活動をバランス良く行っている学

生で汎用的技能が高いこと（溝上、2009；山田・

森、2010）、正課と正課外活動の関連付けが汎用的

技能の発達を促すこと（石本他、2023；河井 2012）、
などが明らかにされてきた。しかし、正課外活動

への参加の仕方が教育効果に及ぼす影響について

は、十分な検証が行われていない（池田、2021；
石本他、2023）。学生の正課外教育への参加の仕

方、すなわち参加態度と教育効果との関連性を明

らかにすることができれば、学生のキャリア形成

を促す正課外教育への参加態度を想定したプログ

ラム設計を検討することができるだけでなく、教

育効果が得られにくいであろう学生を、参加態度



― 4 ―

関西大学高等教育研究　第15号　2024年３月

からいち早く把握しフォローできるという観点か

らも意義があるだろう。 
 
11..44..  本本研研究究のの目目的的  
以上より本研究では、大学低年次生を対象とし

た正課外教育であるキャリスタが有する教育効果

について、教育目標として掲げられているキャリ

アオーナーシップおよびジョブオーナーシップ、

およびプログラム後の成長実感に着目し、それら

の形成に及ぼす効果を検証することを第1の目的

とする。具体的には、前期プログラムと後期プロ

グラムに参加した学生のキャリアオーナーシップ

とジョブオーナーシップの変化、さらにはプログ

ラム参加後の成長実感についても明らかにする。

また参加態度として、前期プログラム・後期プロ

グラムの出席回数（出席率）を確認したうえで、

プログラムの満足度、さらにはプログラムの継続

理由も確認する。 
これらの全体的な検討をふまえたうえで、第 2

の目的としてプログラムを通した教育効果として

成長実感が十分に得られた学生の参加態度につい

て探索的な検討を行う。具体的には、十分に成長

実感を得ることができた学生とそうでない学生の

プログラムを通したキャリアオーナーシップやジ

ョブオーナーシップの変化を確認したうえで、出

席回数（出席率）やプログラムの満足度、プログ

ラムの継続理由といった参加態度ついて比較検証

し、これらの結果から、成長実感を生み出す正課

外教育プログラムについて検討を加える。 
 
22..  方方法法  
22..11..  調調査査協協力力者者  
調査協力者は、キャリスタ前期プログラム・後

期プログラムの両方に参加した 83 名、キャリス

タ前期プログラムのみに参加した 84 名、キャリ

スタ後期プログラムのみに参加した 41 名の計

208 名（2 年生: 110 名、1 年生: 98 名; 女性 134
名、男性 74 名）であった。なお、所属学部は関西

大学全 13 学部の学生が参加した（各学部参加者

数の範囲: 4 - 34 名）。 

22..22..  調調査査内内容容  
キキャャリリアアオオーーナナーーシシッッププ・・ジジョョブブオオーーナナーーシシッッ

ププ 東京経済大学キャリアデザイン研究所・

Original Point（2022）が作成したキャリアオー

ナーシップ尺度・ジョブオーナーシップ尺度を使

用した。キャリアオーナーシップ尺度は、自己理

解力・意味づけ力・探究力・自己変革力の要素か

ら、ジョブオーナーシップ尺度は、思考力・推進

力・コミュニケーション力・協働力の要素から構

成されている。各尺度 16 項目から構成されてお

り、自分自身にどの程度当てはまるかについて、

「まったく当てはまらない（1 点）」から「かなり

当てはまる（6点）」までの6段階で回答を求めた。 
成成長長実実感感 プログラム参加後の自身の成長実

感について、「まったく成長していない（1 点）」

から「かなり成長している（6 点）」までの 6 段階

で回答を求めた。 
ププロロググララムムのの出出席席回回数数 前期プログラム（全 7

回）および後期プログラム（全 10 回）の出席回数

を確認した。 
ププロロググララムム満満足足度度 プログラム参加後のプロ

グラムに対する満足度について、1 点から 5 点ま

での 5 段階で回答を求めた。 
ププロロググララムム継継続続理理由由 プログラムの継続理由

について「講座に参加することで学びを得られた

から」、「PBL の経験が面白かったから」、「メンタ

ーの支えがあったから」、「チームメンバーに恵ま

れたから」、「プログラムの参加目的が明確であっ

たから」、「その他」の複数選択による回答を求め

た。 
 
22..33..  調調査査手手続続きき  
 前期プログラムは 5 月から 6 月にかけて、後期

プログラムは10 月から 12 月にかけて、金曜日の

16 時半からと 18 時半から 1 時間半の 2 クラス、

土曜日の 10 時半から 1 時間半の 1 クラスが開講

された。調査は、前期プログラム前（前期事前）

と後期プログラム前（後期事前）では、キャリア

オーナーシップ尺度とジョブオーナーシップ尺度

から構成された Web 調査が実施された。後期プ
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ログラム後（後期事後）では、それらに加えてプ

ログラム満足度、成長実感、プログラム継続理由

から構成された Web 調査が実施された。キャリ

スタ前期プログラム参加者にはプログラム初回に

前期事前調査が、キャリスタ後期プログラム参加

者にはプログラム初回に後期事前調査が、最終回

に後期事後調査が実施された。すなわち、キャリ

スタの前期・後期プログラムに参加した学生には、

プログラム全体を通して3回の調査が実施された。

なお、出席回数については、毎回のプログラムで

出欠を取り、前期プログラム・後期プログラムご

とに出席回数をカウントした。 
 
22..44..  倫倫理理的的配配慮慮  
本調査の実施にあたり、回答には、正解・不正

解はないこと、答えたくない質問があった場合は

答えてなくても良いこと、調査結果は効果検証に

用いられることなどが説明された。そのうえで、

調査への協力および調査内容の研究使用に同意す

る人にのみ回答を求めた。 
 
33..  結結果果  
33..11..  尺尺度度構構成成  
キャリアオーナーシップ尺度とジョブオーナー

シップ尺度について、各調査時点で信頼性係数 
(α係数、ω係数) を算出した。その結果、キャリ

アオーナーシップ尺度については、前期事前にお

いて、α = .86 とω = .86、後期事前において、

α = .88 とω = .88、後期事後において、α = .90
とω = .90 の信頼性係数が得られた。また、ジョ

ブオーナーシップ尺度については、前期事前にお

いて、α = .90 とω = .90、後期事前において、

α = .91 とω = .91、後期事後において、α = .90
とω = .90 の信頼性係数が得られた。キャリアオ

ーナーシップ尺度とジョブオーナーシップ尺度に

ついて十分な信頼性係数の値が得られた。各尺度

において十分な内部一貫性を有することが確認さ

れたことから、各尺度の加算平均を算出し各尺度

得点とした。 
  

33..22..  キキャャリリススタタをを通通ししたた全全体体のの支支援援効効果果  
まず、前期プログラムのみの参加者における事

前時点、後期プログラムのみの参加者における事

前・事後時点、前期・後期プログラム参加者にお

ける3時点のキャリアオーナーシップとジョブオ

ーナーシップの尺度得点をそれぞれ図1と図2に

示す。前期・後期プログラムおよび後期プログラ

ムにおける得点変化を検討すべく、プログラムご

とに時点を参加者内要因とする一要因分散分析を

行った。その結果、前期・後期プログラムの参加

者において、キャリアオーナーシップ得点、ジョ

ブオーナーシップ得点ともに、時点の主効果が確

認され（キャリアオーナーシップ: F (1, 82) = 
56.58, p < .001; ジョブオーナーシップ: F (1, 82) 
= 47.53, p < .001）、前期事前時点よりも後期事前

時点、後期事前時点よりも後期事後時点の方が、

有意に得点が高かった。また、後期プログラムの

参加者においても、キャリアオーナーシップ得点、

ジョブオーナーシップ得点ともに、時点の主効果 

 
図 1 参加形態別のキャリアオーナーシップ 

 

 
図 2 参加形態別のジョブオーナーシップ 
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が確認され（キャリアオーナーシップ: F (1, 123) 
= 58.24, p < .001; ジョブオーナーシップ: F (1, 
123) = 24.12, p < .001）後期事前時点よりも後期

事後時点の方が、有意に得点が高かった。 
さらに、後期プログラム後の成長実感について、

平均得点を算出した。その結果、4.98 点と高い得

点が得られた。このことから、学生はプログラム

後に高い成長実感を得ていることが確認された。 
なお、プログラムの参加態度については、前期

プログラムの平均出席回数（出席率）は 5.96 回

（85.12%）、後期プログラムの平均出席回数（出

席率）は 9.09 回（90.89％）であった。正課外教

育であることを勘案すると、前期プログラム・後

期プログラムの平均出席率は、比較的高いといえ

る。また、プログラム満足度について平均得点を

算出したところ、4.45 点と高い満足度が確認され

た。 
 さらに、後期プログラムの継続理由の回答率に

ついては、各継続理由の回答率を算出した（図 3）。
後期プログラムの回答率の高さについて検討する

ため、Cochran のQ 検定を行った結果、有意な値

が得られた (Q = 52.308, df = 4, p < .001)。下位検

定の結果、「プログラムの参加目的が明確であった

から」よりも「PBL の経験が面白かったから」「メ

ンターの支えがあったから」で回答率が有意に高

く、それらよりも「講座に参加することで学びを

得られたから」「チームメンバーに恵まれたから」

で回答率が有意に高かった。 

 
図 3 プログラム継続理由の回答率 

33..33..  正正課課外外教教育育のの参参加加態態度度とと成成長長実実感感  
 次に、後期プログラム終了後の成長実感得点の

平均値を基準に、成長実感が十分に得られた学生

を成長実感高群（98 名）、成長実感を十分には得

られなかった学生を成長実感低群（26 名）として

分類した。そのうえで、キャリアオーナーシップ

とジョブオーナーシップの時点による変化を検討

するため、前期プログラム、後期プログラムごと

に、時点を参加者内要因、成長実感の程度を参加

者間要因とした二要因混合計画の分散分析を行っ

た。 
その結果、前期プログラムについては、キャリ

アオーナーシップ・ジョブオーナーシップともに

有意な交互作用はみられなかった（キャリアオー

ナーシップ: F (1, 81) = 1.17, ns; ジョブオーナー

シップ: F (1, 82) = 1.08, ns）。時点の主効果のみ

有意であり（キャリアオーナーシップ: F (1, 81) = 
7.33, p < .01; ジョブオーナーシップ: F (1, 82) = 
15.37, p < .001）、前期事前時点から後期事前時点

にかけてキャリアオーナーシップ・ジョブオーナ

ーシップともに育まれるものの、成長実感の高さ

による変化の差異は認められなかった。 
他方、後期プログラムについては、キャリアオ

ーナーシップ・ジョブオーナーシップともに、有

意な交互作用が確認された（表 2）。そこで、単純

主効果検定を行った結果、後期事前時点から後期

事後時点の変化については、成長実感の高群がと

もに、後期事前時点から後期事後時点に両オーナ

ーシップ得点を高めていたが、低群はともに、後

期事前時点から後期事後時点に有意な変化は確認

されなかった。また、後期事前時点では、成長実

感の高群と低群に有意な差はみられなかったが、

後期事後時点では高群が低群よりも両オーナーシ

ップ得点が有意に高かった。すなわち、成長実感

を十分に得ている学生は、後期プログラムでキャ

リアオーナーシップ・ジョブオーナーシップとも

に形成が促されている一方で、成長実感を十分に

得ていない学生は、後期プログラムでキャリアオ

ーナーシップ・ジョブオーナーシップともに形成

が促されていないことが明らかとなった。 
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表 2 後期プログラム参加者の成長実感別キャリアオーナーシップ・ジョブオーナーシップの 
平均値（標準偏差）および二要因混合計画分散分析の結果 

 
 
そのうえで、プログラム後の成長実感の程度に

よって、前期・後期プログラムの出席回数、継続

理由回答数、プログラム満足度の差異を検討すべ

く、一要因参加者間分散分析を行った（表 3）。そ

の結果、前期プログラムの出席回数においては、

成長実感の程度による有意な主効果は確認されな

かった。他方、後期プログラムの出席回数、後期

継続理由回答数、プログラム満足度において、成

長実感の程度による有意な主効果が確認され、成

長実感の高群は低群よりも後期出席回数が多く、

継続理由を多く回答しており、プログラム満足度

も高いことが明らかとなった。 
さらに、成長実感×各継続理由の人数（比率）

の集計を行った（表 4 - 8）。そのうえで、成長実

感と後期プログラムの各継続理由の連関を検討す

べく、χ2検定を行った。その結果、「講座に参加

することで学びを得られたから」（χ2 (1) = 4.79, 
p < .05）、「PBL の経験が面白かったから」（χ2 (1) 
= 3.88, p < .05）、「チームメンバーに恵まれたか

ら」（χ2 (1) = 3.26, p < .10）、「メンターの支えが

あったから」（χ2 (1) = 7.88, p < .01）、において有

意な連関が確認された。「プログラムの参加目的が

明確にあったから」という理由においては有意な

連関は確認されなかった（χ2 (1) = 0.00, ns）。残

差分析の結果、「講座に参加することで学びを得ら

れたから」（p < .05）、「PBL の経験が面白かった

から」（p < .05）、「チームメンバーに恵まれたか 

 
ら」（p < .05）、「メンターの支えがあったから」（p 
< .01）において、成長実感高群では有意に回答率

が高く、成長実感低群では有意に回答率が低かっ

た。 
 
表 3 成長実感と出席回数・継続理由の関連 

 

 
表 4 成長実感と継続理由（講座に参加すること

で学びが得られた）の連関 

 
 

後期事前 後期事後
キャリア 低群 4.09 4.18 8.09 ** 21.80 *** 9.03 **

オーナーシップ (0.63) (0.60)
高群 4.28 4.69

(0.63) (0.61)
ジョブ 低群 4.34 4.31 3.56 † 5.62 * 9.17 **

オーナーシップ (0.64) (0.68)
高群 4.41 4.71

(0.59) (0.60)
*** p  < .001, ** p  < .01, * p  < .05, † p  < .10

成⻑実感 時点 主効果 交互作用
成⻑実感 時点

高群 低群
前期出席回数 6.46 6.31 0.34 ns

(0.94) (0.87)
後期出席回数 9.24 8.50 12.14 ***

(0.91) (1.17)
後期継続理由回答数 2.60 1.62 14.56 ***

(1.22) (0.94)
プログラム満足度 4.60 3.88 18.94 ***

(0.65) (1.03)
*** p  < .001

F値
成⻑実感

回答無 回答有 合計

低群 14 12 26
(53.85%) (46.15%) (100.00%)

高群 28 70 98
(28.57%) (71.43%) (100.00%)

合計 42 82 124
(33.87%) (66.13%) (100.00%)

講座に参加することで
学びを得られたから

成⻑実感



― 8 ―

関西大学高等教育研究　第15号　2024年３月

表 5 成長実感と継続理由（PBL の経験が面白か

ったから）の連関 

 
 
表 6 成長実感と継続理由（チームメンバーに恵

まれたから）の連関 

 
 
表 7 成長実感と継続理由（メンターの支えがあ

ったから）の連関 

 
 
表 8 成長実感と継続理由（プログラムの参加目

的が明確にあったから）の連関 

 
 

44..  考考察察  
44..11..  22002222 年年度度キキャャリリススタタのの効効果果検検証証  
本研究では、大学低年次生を対象とした正課外

教育であるキャリスタが、学生のキャリア形成を

促す教育効果を有するか検証することを第1の目

的とした。その結果、前期・後期プログラムの参

加者全体では、前期プログラムの事前時点から後

期プログラムの事前時点、さらには後期プログラ

ムの事後時点にかけて、キャリアオーナーシップ・

ジョブオーナーシップともに高まることが示され

た。また、後期プログラムの参加者全体において

も後期プログラムの事前時点から事後時点にかけ

て、キャリアオーナーシップ・ジョブオーナーシ

ップともに高まることが示された。さらに、プロ

グラム後の成長実感も高かった。これらのことか

らキャリスタは、前期プログラムにおいても後期

プログラムにおいてもキャリアオーナーシップと

ジョブオーナーシップの形成および高い成長実感

を促す教育効果を有していることが認められた。 
そもそも正課外教育は、単位が与えられるわけ

でもなく、参加者が出席するかどうかは参加者自

身の自主性・主体性に委ねられる。キャリスタは

正課と重なりづらい週末の時間帯に開講されたに

もかかわらず、参加者全体の出席率が前期プログ

ラムで 85％以上、後期プログラムで 90％以上と

高い値を示していることから、キャリスタの参加

者が本プログラムの参加にあたって、非常に高い

自主性や主体性を有していることがうかがえる。

もちろん、大学低年次からキャリア形成に関する

正課外教育に参加しようという学生は、キャリア

形成に高い関心をもつ学生であり、本プログラム

の初回から意欲的に参加していることが予想され、

その結果、高い教育効果が示されたと考えられる。

ただし、本プログラムは正課外教育であるために、

プログラムが学生にとって魅力的でなければ、プ

ログラムへの参加を継続しないだろう。実際、参

加者全体のプログラムの満足度の高さを勘案すれ

ば、本プログラムが学生にとって魅力的なプログ

ラムであったことがうかがえる。とりわけ、後期

プログラムの継続理由として、「プログラムへの参

回答無 回答有 合計
低群 20 6 26

(76.92%) (23.08%) (100.00%)

高群 52 46 98
(53.06%) (46.94%) (100.00%)

合計 72 52 124
(58.06%) (41.94%) (100.00%)

PBLの経験が
面白かったから

成⻑実感

回答無 回答有 合計
低群 15 11 26

(57.69%) (42.31%) (100.00%)
高群 35 63 98

(35.71%) (64.29%) (100.00%)
合計 50 74 124

(40.32%) (59.68%) (100.00%)

チームメンバーに
恵まれたから

成⻑実感

回答無 回答有 合計
低群 23 3 26

(88.46%) (11.54%) (100.00%)
高群 55 43 98

(56.12%) (43.88%) (100.00%)
合計 78 46 124

(62.90%) (37.10%) (100.00%)

成⻑実感

メンターの支えが
あったから

回答無 回答有 合計
低群 19 7 26

(73.08%) (26.92%) (100.00%)
高群 69 29 98

(70.41%) (29.59%) (100.00%)
合計 88 36 124

(70.97%) (29.03%) (100.00%)

成⻑実感

プログラムの参加目的が
明確にあったから
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加目的が明確にあったから」という回答率は低く、

プログラム前の自主性・主体性が全体的に高かっ

たとはいえない。むしろ、「講座に参加することで

学びを得られたから」、「チームメンバーに恵まれ

たから」の回答率が高かったことから、プログラ

ムを通した経験によって自主的・主体的な参加が

促されたことがうかがえる。正課外の学びを正課

の学びと関連付けることや（石本他、2023）、正課

外活動での同期からの支援（池田他、2019）によ

ってキャリア形成が促されることが明らかにされ

ている。キャリスタにおいても同様の教育効果が

認められたといえるだろう。 
キャリスタの内容をふまえると、本プログラム

への参加を通して、学部横断的に多様な学生と関

わりながらキャリアについての学びが得られた経

験が、学生のプログラム参加に対する自主性・主

体性を高め、参加学生の教育効果に寄与したもの

と考えられる。 
 

44..22..  教教育育効効果果をを高高めめるるププロロググララムムのの参参加加態態度度  
プログラム全体としての十分な教育効果は認め

られたが、個々人に焦点をあてるとプログラムに

よる成長実感を十分に得られていない学生も散見

された。学生が自主的・主体的に参加する正課外

教育であるからこそ、参加態度によってプログラ

ムを通した教育効果に個人差があらわれる可能性

がある。そこで、教育効果について参加態度によ

る探索的な比較検証が行われた。 
成長実感の高さによって学生を分類したうえで

教育効果を検証した結果、プログラム後に成長実

感が十分に得られた学生は、後期プログラムを通

してキャリアオーナーシップ・ジョブオーナーシ

ップが育まれていたのに対し、プログラム後に成

長実感が十分に得られなかった学生では、後期プ

ログラムを通してキャリアオーナーシップ・ジョ

ブオーナーシップが育まれていなかった。すなわ

ち、プログラム後の成長実感を得るには、本プロ

グラムを通してキャリアオーナーシップ・ジョブ

オーナーシップを形成するなどの学びの実感が非

常に重要となる。 

実際、成長実感が十分に得られた学生は、後期

プログラムへの出席回数が多く、後期プログラム

の継続理由をより多くあげており、プログラム後

の満足度も高かった。また、後期プログラムの継

続理由においても、成長実感が十分に得られなか

った学生において回答率が低かった「PBL の経験

が面白かったから」、「メンターの支えがあったか

ら」といった理由においても回答率は高く 4 割を

上回った。これらのことから、成長実感が十分に

得られた学生は、企業と協働し PBL 活動を行っ

た後期プログラムに高い価値を見出しており、メ

ンターの支えも受けながら積極的に PBL 活動に

取り組んだことがうかがえる。 
正課外活動には部活やサークル、アルバイトな

どさまざまな活動があげられるが、その効果につ

いては研究によって異なる。これは、学生が自身

の活動に対してどのように価値づけを行っている

かが重要であり、その価値づけによって教育効果

が左右されるものと考えられる。キャリスタは、

キャリア形成に関するテーマを扱うだけでなく、

産学協働の PBL 活動を行っており、学生として

は自分の学びとして価値づけがしやすいといえよ

う。さらに、キャリスタは教職員が関わる準正課

であるがゆえに、学生の自主性・主体性に目を配

りながら、学生が所属する学部教育との接続を意

識した振り返りを行う機会を設けている。そのた

め、学生は自身の経験に対して、振り返りを行い

学びの文脈での意味づけを促すことを通して、活

動の価値づけを行ったものと考えられる。これら

のことから、正課外教育プログラムの教育効果を

高めるためには、プログラムの中に活動の価値づ

けを促す工夫をいかに組み込むかが非常に重要で

あるとか考えられる。 
 
44..33..  ままととめめとと今今後後のの課課題題  
 本研究では、大学低年次生を対象とした正課外

教育プログラムであるキャリスタに焦点をあて、

キャリアオーナーシップ・ジョブオーナーシップ

および成長実感の観点から教育効果の検証を行っ

た。その結果、本プログラムはキャリアオーナー
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シップ・ジョブオーナーシップの形成を促し、高

い成長実感を得られる効果を有しており、学生の

キャリア形成に寄与する可能性が示された。ただ

し、一部の学生ではプログラム後の成長実感が得

られずキャリアオーナーシップ・ジョブオーナー

シップが形成されていなかった。成長実感が得ら

れている学生の参加態度の検討から、正課外教育

プログラムを学生の学びにいかにつなげるか、学

びの文脈における意味づけを促す内容や運用の重

要性が示唆された。 
 ところで、正課外活動は自主的・主体的な活動

に基づくため、一度参加した活動であっても継続

するかは自身の選択に委ねられる。とりわけ、正

課外教育において教育効果があらわれやすいとす

れば、自主的・主体的な活動を継続できた者が正

課外教育の経験者として位置づけられるからであ

ろう。しかし、いくら正課外教育の効果が大きい

といっても、継続できる者ばかりではない。正課

外活動の難易度が高くなるほど教育効果は大きく

なるかもしれないが、その分継続率は低減するで

あろう。そのため、どのような学生が正課外教育

から離脱するのか、検証することは重要な課題で

あると思われる。キャリスタは、参加率が高く離

脱者は少ないため検討することは難しいが、より

教育効果の高い正課外教育プログラムを設計する

ためには、どのような学生が正課外教育から離脱

するかを明らかにすること、また、そうした学生

にどのようなサポートが必要かについて検討して

いくことも求められるだろう。 
 なお、正課外での活動が基礎的汎用的な資質・

能力を育むことから、正課のみならず正課外の活

動を含めた教育デザインの必要性が指摘されてき

た（山田・森、2010）。たとえば、ラーニング・ブ

リッジング（河井、2012）のように授業外での学

習と授業での学習を架橋することは、正課と正課

外の活動を結びつける教育デザインに有用であろ

う。また、学生の多様性を考慮すれば、対象層を

切り分け、最も効果的なキャリアガイダンスを提

供するセグメント論（下村、2010）も援用可能で

あると考えられる。そもそもキャリスタは、正課

におけるキャリア教育の内容を補完する形で導入

された結果、実際には正課外教育の特徴である自

主性・主体性の高い学生が参加している。このこ

とを踏まえると、正課教育でこれまで対象となっ

ていた学生に加え、キャリスタに参加した自主性・

主体性の高い学生を対象とするような正課教育も

求められよう。正課教育と正課外教育を学生が往

還することは、より一層正課教育を充実させるこ

とにもつながる。キャリアガイダンスにおけるセ

グメント論の観点からあらためて、正課教育およ

び正課外教育の対象者を把握しつつ、正課教育と

正課外教育の連携体制を検討していく必要がある

だろう。 
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